
令和２年度執行事務事業

施策名 基本事業 番号 事務事業名

快適で質の高い
住環境の整備

都市公園の整備 1 樹木の里親制度推進事業

2 城山記念館運営事業

3 城山公園駅北駐車場維持管理事業

4 城山公園駐輪場運営事業

5 （仮称）高萩中央公園整備事業

6 公園施設長寿命化事業

7 都市公園安全安心支援事業

8 公園維持管理事業

9 街路樹維持管理事業

10 日本公園緑地協会参画事業

11 河川施設管理事業



年 月
年度

５

２

１

４

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 23 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5214

施　　策 快適で質の高い住環境の整備 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 都市公園の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 都市建設部 担当課 都市整備課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 市街地整備係 担当課長名 三関 純一

事業分類 その他市民に対する事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

政　　策 住みやすい快適なまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

老朽化した名札の取替数 枚 41 42 42 33 40

・４月～３月　医師会通りの街路樹について里親を指定
・６月　里親へ作業用物品（軍手・ごみ袋）の配布
・３月　老朽化した名札の取替え

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

新規里親の名札の取付数 枚 0 0 0 0 1

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

医師会通りの街路樹数 本 115 115 114 113 113

里親数 人・団体 44 44 37 37 38

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

市民１人当たりの都市公園面
積

㎡ 19.09 19.20 19.34 19.47 20.00

①医師会通りの街路樹
②樹木の里親

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

快適な住環境創出のため、公園等の整備を推
進する。

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

一般財源 千円 76 82 85 70 84
70 84

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

41

作成委託料 43 作成委託料 41 作成委託料 45 作成委託料 35 作成委託料 43

消耗品費 33 消耗品費 41 消耗品費 40 消耗品費 36 消耗品費

255 109
トータルコスト（A)＋（B) 千円 190 197 199 325 193

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1 3 1
のべ業務時間 時間 30 30 30 70 30

事務事業マネジメントシート

事務事業名 樹木の里親制度推進事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11703 一般 8 4 5 樹木の里親制度推進事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

H6年度～　　年度
根拠
法令

条例等

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

快適な住環境創出のため、公園等の整備を推
進する。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市民１人当たりの都市公園面
積

㎡ 19.09 19.20 19.34 19.47 20.00

　植上町、植野町(台南)、植野町(泉)、上台町
の４町会を対象に「医師会通り」の樹木の里親
を募集し、平成６年度から樹木に里親の名札
を掲示し、樹木の根本の除草や乾燥時の散水
等の管理をお願いしている。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 114 115 114

事業費計（A) 千円 76 82 85

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 樹木の里親制度推進事業 担当部 都市建設部 担当課 都市整備課 担当係 市街地整備係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　平成４年夏に長期間雨が降らず、公園や街路の樹木が枯死した経緯があり、住民による監視制度
や里親制度が必要との観点から、市道１級３号線通称「医師会通り」は、周辺住家があり里親制度と
して条件が整っているため、平成６年６月から事業を開始した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

　地球温暖化、温室ガス効果の削減、ヒートアイランド、異常気象による災害の発生があり、平成１７
年２月に京都議定書が発効され温室ガス削減目標が定められた。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

　平成２６年６月議会の一般質問において、樹木の里親制度について、現在、医師会通りのみで実
施しているが、今後、他の地域で実施する計画はあるのかとの質問があった。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　街路樹の管理をすることで緑に対する理解と関心を深めてもらい、良好な街並みが維持できること
に公共が関与することは妥当である。

妥当である
理由・
改善案

　沿道に緑や潤いを増やし、市民に緑に対する理解と関心を深めてもらうもので妥当である。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

　里親の数としては実質的な増減はないが、大口の管理を行っていた団体が抜けてしまったため、
指定樹木数が減少してしまった。新たに広報やHPなどで、樹木の里親をＰＲ、募集し、補充ができれ
ば、成果向上の余地がある。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

高齢化などで里親ボランティアがいなくなり、新規の成り手もいなくなったとき本事業は終了となる。

広報やHPなどで、樹木の里親をＰＲ、募集を行った。

結びついている
理由・
改善案

　緑に対する理解と関心を深めてもらい、樹木を管理することは、潤いのある空間の確保に結びつ
く。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

事業のやり方改善（成果向上の見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

事業費は最小の経費で行っており削減できない。
人件費は必要最低限の人数で行っており削減できない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

　街路樹を適正に管理することは、潤いのある住環境の実現に貢献するものなので、受益者は通行
者も含まれ、受益者は特定されないため、負担を求める余地はない。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×



年 月
年度

５

２

１

４

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 23 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5214

施　　策 快適で質の高い住環境の整備 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 都市公園の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 都市建設部 担当課 都市整備課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 市街地整備係 担当課長名 三関 純一

事業分類 施設維持管理事業（市主体）

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

政　　策 住みやすい快適なまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

城山記念館の開館日数 日 307 307 307 226 307

・４月～３月　会計年度任用職員２名を配置し城山記念館の運営及び維持管理を実施。
　コロナウイルスの影響により、４月から一時閉館や、条件を付しての貸館業務となった。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

城山記念館の利用者数 人 24,396 20,809 16,889 9,597 12,000

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

利用者からの苦情件数 件 0 1 0 0 0

城山記念館利用者 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

城山記念館を快適に利用してもらう。

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

367 685
一般財源 千円 3,350 3,872 4,600 9,242 10,630

9,609 11,315
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

4,265

共済費 622 共済費 644 共済費 631 職員手当等 737 職員手当等 924

報酬 3,994 報酬 3,994 報酬 3,929 報酬 4,112 報酬

945

役務費 143 役務費 105 役務費 147 旅費 36 旅費 80

需用費 2,335 需用費 2,521 需用費 2,328 共済費 790 共済費

2,371

使用料及び賃借料 14 使用料及び賃借料 20 使用料及び賃借料 56 役務費 155 役務費 162

委託料 2,183 委託料 2,245 委託料 2,378 需用費 1,839 需用費

2,499

使用料及び賃借料 67 使用料及び賃借料 69

備品購入費 25 備品購入費 50 委託料 1,874 委託料

1,091 1,091
トータルコスト（A)＋（B) 千円 9,637 9,901 9,789 10,700 12,406

人
件
費

正規職員従事人数 人 2 2 2 3 3
のべ業務時間 時間 84 84 84 300 300

事務事業マネジメントシート

事務事業名 城山記念館運営事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11736 一般 8 4 5 城山記念館運営事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

H23年度～　　年度
根拠
法令

条例等

都市公園法
佐野市都市公園条例

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

　快適な住環境創出のため、公園等の整備を
推進する。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市民１人当たりの都市公園面
積

㎡ 19.09 19.20 19.34 19.47 20.00

　城山公園は、ＪＲ佐野駅・東武佐野駅の北
側、佐野市の中心に位置し、多くの市民・観光
客が利用している。その城山公園内にある城
山記念館を維持管理して、各種団体等に多目
的室や和室を提供している。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 321 321 320

事業費計（A) 千円 9,316 9,580 9,469

その他 千円 5,966 5,708 4,869



2

84

B表（事後評価シート）

事務事業名 城山記念館運営事業 担当部 都市建設部 担当課 都市整備課 担当係 市街地整備係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　平成２２年度までは公園維持管理事業として他の公園と併せた事業であったが、事務の効率化を
図るため平成２３年度から城山記念館運営事業として単独で管理することになった。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

特になし。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

特になし。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　城山記念館は市の都市公園施設であり、市が責任をもって運営すべきである。

妥当である
理由・
改善案

　対象と意図を見直す必要はなく、妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

　不具合箇所の早期発見及び修繕を行った事など、市民に安心して利用いただける施設を維持する
努力をし、結果、利用者の苦情件数が０となった事から、成果向上の余地はない。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

城山記念館が廃止又は売却になれば本事業は終了となる。

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

　城山記念館は市の都市公園施設であり、市が責任をもって運営すべきである。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　事業費は最小の経費で行っており削減できない。
　人件費は必要最低限の人数で行っており削減できない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正
である

理由・
改善案

　和室や多目的室の利用に関しては、都市公園条例に定め使用料を徴収しているので、受益者負
担は適正である。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×



年 月
年度

５

２

１

４

　城山公園は、ＪＲ佐野駅・東武佐野駅の北
側、佐野市の中心に位置し、多くの市民・観光
客が利用している。その城山公園内にある城
山公園駅北駐車場を運営及び維持管理し、公
園利用者等の利便を図る。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 76 76 76

事業費計（A) 千円 2,839 2,777 3,080

その他 千円 2,839 2,777 3,080

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

　快適な住環境創出のため、公園等の整備を
推進する。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市民１人当たりの都市公園面
積

㎡ 19.09 19.20 19.34 19.47 20.00

事務事業マネジメントシート

事務事業名 城山公園駅北駐車場維持管理事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11737 一般 8 4 5 城山公園駅北駐車場維持管理事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

H23年度～　　年度
根拠
法令

条例等

都市公園法
佐野市都市公園条例

327 327
トータルコスト（A)＋（B) 千円 2,915 2,853 3,156 3,172 3,401

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1 2 2
のべ業務時間 時間 20 20 20 90 90

261使用料及び賃借料 256 使用料及び賃借料 256 使用料及び賃借料 256 使用料及び賃借料 260 使用料及び賃借料

450

委託料 2,320 委託料 2,320 委託料 2,374 委託料 2,363 委託料 2,363

修繕料 264 修繕料 202 修繕料 450 修繕料 222 修繕料

2,845 3,074
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

2,845 3,074
一般財源 千円

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

利用者からの苦情件数 件 1 2 0 0 0

城山公園駅北駐車場利用者 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

城山公園駅北駐車場を快適に利用してもら
う。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

駐車場の利用台数 台 36,935 37,019 36,636 25,633 27,000

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

駐車場の稼働日数 日 365 365 366 365 365

・４月～３月　駐車場の運営及び維持管理を実施。
・コロナウイルスによる城山記念館の一時閉館などの影響により利用客が減少した。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

事業分類 施設維持管理事業（市主体）

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

政　　策 住みやすい快適なまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 快適で質の高い住環境の整備 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 都市公園の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 都市建設部 担当課 都市整備課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 市街地整備係 担当課長名 三関 純一

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 23 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5214



有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　事業費は最小の経費で行っており削減できない。
　人件費は必要最低限の人数で行っており削減できない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正
である

理由・
改善案

　城山公園駅北駐車場の利用料金は、公園利用者のために３時間までは無料であり３時間を超え
て駐車した場合は有料となるため、受益者負担は適正である。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

　城山公園駅北駐車場を良好に維持管理することは、潤いのある生活環境の実現に結びついてい
る。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

城山公園駅北駐車場が廃止又は民間に売却になれば本事業は終了となる。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　都市公園の管理者は市であるので、公園施設である駐車場の運営は市が行わなければならな
い。

妥当である
理由・
改善案

　対象と意図を見直す必要はなく、妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

　限られた予算のなかで、設備の定期点検等を行う事などによって修繕等を迅速に行えており、結
果、利用者からの苦情もなかった事から、これ以上の成果向上の余地はない。

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　平成２２年度までは公園維持管理事業として他の公園と併せた事業であったが、事務の効率化を
図るため平成２３年度から城山公園駅北駐車場維持管理事業として単独で管理することになった。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

　特になし。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

　特になし。

B表（事後評価シート）

事務事業名 城山公園駅北駐車場維持管理事業 担当部 都市建設部 担当課 都市整備課 担当係 市街地整備係



年 月
年度

５

２

１

４

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 23 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5214

施　　策 快適で質の高い住環境の整備 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 都市公園の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 都市建設部 担当課 都市整備課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 市街地整備係 担当課長名 三関 純一

事業分類 施設維持管理事業（市主体）

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

政　　策 住みやすい快適なまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

駐輪場の稼働日数 日 365 365 366 365 365

・４月～３月　駐輪場の運営及び維持管理を実施。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

駐輪場の利用台数 台 8,879 7,510 6,515 4,346 6,000

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

駐輪場利用者からの苦情件数 件 0 0 0 0 0

城山公園駐輪場利用者 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

城山公園駐輪場を快適に利用してもらう。

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

446 346
一般財源 千円 1,231 1,372 1,542 1,313 1,239

1,759 1,585
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

348

機械等借上料 1,163 機械等借上料 1,163 保守委託料 28 管理委託料 924 管理委託料 924

管理委託料 907 管理委託料 907 管理委託料 916 需用費 0 需用費

56

工事請負費 0 機械等借上料 779 機械等借上料 257

機械等借上料 1,232 保守委託料 55 保守委託料

546 546
トータルコスト（A)＋（B) 千円 2,146 2,146 2,290 2,305 2,131

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1 3 3
のべ業務時間 時間 20 20 30 150 150

事務事業マネジメントシート

事務事業名 城山公園駐輪場運営事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11727 一般 8 4 5 城山公園駐輪場運営事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

H27年度～　　年度
根拠
法令

条例等

都市公園法
佐野市都市公園条例

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

　快適な住環境創出のため、公園等の整備を
推進する。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市民１人当たりの都市公園面
積

㎡ 19.09 19.20 19.34 19.47 20.00

　城山公園は、ＪＲ佐野駅・東武佐野駅の北
側、佐野市の中心に位置し、多くの市民・観光
客が利用している。その城山公園内にある城
山公園駐輪場を運営及び維持管理し、公園利
用者等の利便を図る。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 76 76 114

事業費計（A) 千円 2,070 2,070 2,176

その他 千円 839 698 634



## #

B表（事後評価シート）

事務事業名 城山公園駐輪場運営事業 担当部 都市建設部 担当課 都市整備課 担当係 市街地整備係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　城山公園駐輪場の利用状況は、公園利用者だけでなく、公共交通利用者による利用も大変多い。また、平成２６年度
に佐野市中心市街地活性化基本計画庁内推進会議において、駅北駐輪場の整備については、城山公園の駐輪場を公
園利用者が適正に利用できることを前提に、一般の方も利用できるよう料金徴収システム等の施設整備を検討すること
が決定事項として承認された。それらを受け整備・運営を実施した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

　特になし。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

　駅北駐輪場の整備に関して、議会（平成２１年６月定例会、平成２５年６月定例会、平成２６年２月
定例会）で質問があった。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　都市公園の管理者は市であるので、公園施設である駐輪場の運営は市が行わなければならな
い。

妥当である
理由・
改善案

　対象と意図を見直す必要はなく、妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

　限られた予算のなかで、委託業者と連絡を密にとり、できる限り迅速に行動する事を心がけてお
り、結果、利用者からの苦情もない事から、成果向上の余地はない。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

城山公園駐輪場が廃止又は指定管理者による管理になれば本事業は終了となる。

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

　城山公園は中心市街地活性化基本計画の区域内にあり、駅北駐輪場の機能を担うものとして、公
園の駐輪場を整備・運営することは、計画的な中心市街地活性化の推進に結びつく。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　事業費は長期契約に基づくもので削減の余地はない。
　人件費は必要最低限の人数で行っており削減できない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正
である

理由・
改善案

　城山公園駐輪場の利用料金は、公園利用者のために４時間までは無料であり４時間を超えて駐
輪した場合は有料となるため、受益者負担は適正である。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×



年 月
年度

５

２

１

４

１．3.2haの地区公園整備計画案を立て、高萩
町会及び鐙塚町会と整備内容について説明
会を行う。
２．説明会の意見・要望を参考に整備計画を
立てる。
３．一部用地を買い戻す。（A＝2,847㎡）
４．都市計画決定を行う。
５．公園整備工事の設計を行い工事を発注す
る。
６．整備工事完成後、公告し供用開始する。
　　　　　総事業費　545,600千円

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

快適な住環境創出のため、公園等が整備され
ている。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

事務事業マネジメントシート

事務事業名 （仮称）高萩中央公園整備事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11715 一般 8 4 5 （仮称）高萩中央公園整備事業

事業
計画

期間限定複数年度
事業
期間

H24年度～R5年度
根拠
法令

条例等

都市公園法・佐野市都市公園条例・佐野市高
齢者、障害者等の移動等の円滑化のために必
要な特定公園施設の設置基準に関する条例

人件費計（B) 千円 2,290 2,293 2,289 2,182 2,182
トータルコスト（A)＋（B) 千円 16,860 56,865 9,849 104,867 167,746

人
件
費

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 600 600 600 600 600

負担金、補助及び交付金 913

工事請負費 101,558

1,380

工事請負費 7,560 委託料 215 工事請負費 164,184

工事請負費 14,570 工事請負費 54,572 委託料 0 役務費 0 委託料

事業費計（A) 千円 14,570 54,572 7,560 102,685 165,564
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

その他 千円

一般財源 千円 1,000 1,472 280 3,006 5,810

県支出金 千円

地方債 千円 7,100 26,700 3,500 51,000 80,700

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円 6,470 26,400 3,780 48,679 79,054

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市民一人当たりの都市公園面積
(県営を含む)

㎡ 19.09 19.20 19.34 19.47 20.00

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

事業進捗率 ％ 26.5 36.5 37.9 56.7 81.5

近隣住民
公園予定地

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

近隣の住民が安心して遊ぶことができ、休息
することができる場所となる。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

近隣住民人口(高萩町、鐙塚町) 人 4,873 4,842 4,926 4,981 4,900
公園予定地 ha 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2

調査・設計を行った面積 ha 0 0 0 0 0

整備工事を行った面積 ha 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

土地の取得面積 ㎡ 0 0 0 0 0

・実施設計に基づき、電気工事とトイレ工事及び繰越工事であった張芝工事を完了した。また、新型
コロナウイルス感染症の影響により、施設整備工事、園路工事、出入口工事が繰越となった。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

事業分類 施設等整備事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

政　　策 住みやすい快適なまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 快適で質の高い住環境の整備 実施計画事業・一般事業 実施計画事業
基本事業 都市公園の整備 市単独事業・国県補助事業 国県補助事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 都市建設部 担当課 都市整備課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 公園緑地係 担当課長名 三関純一

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 25 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5214



ねん

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

地域の声を的確に反映させる。

当初設計から６年経過しているため、社会情勢の変化に応じた遊具、
植栽等の見直しを行う。

成
果

向
上

○

維
持

×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

公園整備にあたっては必要最小限の整備を考えており、設計等については外部委託を実施してい
るため、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

受益者は、不特定多数の公園利用者であり、負担を求めることはできない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

佐野新都市開発整備事業の際に当公園が計画されていたが、予定地は、最終処分場跡地であり、これまで
廃止の条件であるモニタリング調査を継続実施してきており、未整備のままであったが、平成２２年度に水質
がクリアーし、平成23年1月に最終処分場が廃止となったため、公園整備が可能となった。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

最終処分場の跡地であったため、排水処理施設が残されており南側都市計画道路高萩中央線が暫定的な整備となっ
ている。また、北側に隣接する下水道雨水幹線東部4号の上部を新設道路として活用する要望が地元からあり、公園計
画の際は、関係課と協議を要する。また、国庫補助採択には、水質の安全性及び都市計画決定が必須となっているこ
と、防災施設を整備するには、防災計画への位置づけなど要件がある。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

平成22年12月議会において地元議員から、最終処分場として長年協力してきた経緯があり地元への振興策としての一
面もあることから、公園計画にあたっては、地元から親しめる公園として地元の意見を十分に取り入れるべきとの一般質
問があった。また、地元町会からも地元意見を反映しての公園整備の要望があった。

結びついている
理由・
改善案

佐野新都市開発整備事業（高萩・越名地区）の際に計画された公園の整備により、近隣住民に潤い
のある空間を提供することができる。

市が行わなければならない
理由・
改善案

事業のやり方改善（成果向
上の見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

整備工事完成後公告し供用開始して事業完了となる。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

佐野新都市開発整備事業（高萩・越名地区）により生み出された予定地に地区公園を配置し市民に
提供するもので、公共性が高く市が負担することは妥当である。

妥当である
理由・
改善案

佐野新都市開発整備事業（高萩・越名地区）で生み出された公園予定地を整備することにより、近
隣の住民が利用できる潤いの場所となり対象と意図は妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

適切な工法や適正な単価・歩掛を用いて積算しており、やり方・進め方を見直すことはできない。

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

B表（事後評価シート）

事務事業名 （仮称）高萩中央公園整備事業 担当部 都市建設部 担当課 都市整備課 担当係 公園緑地係



年 月
年度

５

２

１

４

公園施設長寿命化計画に基づき、近隣公園９
箇所および地区公園２箇所の公園施設の補
修・更新工事を実施する。
遊具等施設　　 ３５箇所
一般施設　　　　２０箇所
土木構造物　 　　４箇所
建築物等施設　２０施設

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

快適な住環境創出のため、公園等が整備され
ている。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

事務事業マネジメントシート

事務事業名 公園施設長寿命化事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11712 一般 8 4 5 公園施設長寿命化事業

事業
計画

期間限定複数年度
事業
期間

H27年度～R6年度
根拠
法令

条例等

・都市公園法・佐野市都市公園条例
・公園施設長寿命化計画策定指針(案)
・都市公園における遊具の安全確保に関する指針

人件費計（B) 千円 1,526 1,528 1,526 1,455 1,455
トータルコスト（A)＋（B) 千円 44,715 32,438 16,050 52,279 48,989

人
件
費

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 400 400 400 400 400

320

工事請負費 43,114 工事請負費 26,114 工事請負費 11,264 工事請負費 46,860 工事請負費 47,214

委託料 75 委託料 4,796 委託料 3,260 委託料 3,964 委託料

事業費計（A) 千円 43,189 30,910 14,524 50,824 47,534
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

その他 千円

一般財源 千円 27,189 15,910 7,479 12,426 3,177

県支出金 千円

地方債 千円 13,900 21,800

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円 16,000 15,000 7,045 24,498 22,557

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市民一人当たりの都市公園面積
(県営を含む) ㎡ 19.09 19.20 19.34 19.47 20.00

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

更新した施設の累積数÷長寿命化
計画対象施設数 ％ 2.5 5.1 6.3 10.1 29.1

補修、更新する施設がある公園 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

公園施設を予防保全型管理による対策を実施
することにより、良好に機能させる。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

公園数 箇所 1 1 1 4 5

更新する施設数 箇所 1 2 1 3 15

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

補修する施設数 箇所 0 0 0 2 0

・長寿命化計画に基づき、田沼中央公園・梅林公園の遊具更新工事及びあぶつか公園外の遊具更
新に係る設計業務及び、令和元年度からの繰越工事であるで茂呂山公園の遊具更新工事を完了し
た。また、新型コロナウイルス感染症の影響及び令和２年度国の第３次補正予算において、防災・安
全社会資本整備交付金が成立したことで、令和３年度で取り組む予定であった事業を前倒ししたが、
工事を令和３年度に繰り越した。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

事業分類 施設等整備事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

政　　策 住みやすい快適なまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 快適で質の高い住環境の整備 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 都市公園の整備 市単独事業・国県補助事業 国県補助事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 都市建設部 担当課 都市整備課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 公園緑地係 担当課長名 三関純一

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 25 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5214



目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

長寿命化対策の知識習得をする。

個々の施設の対策内容は、実施の段階で十分な検討する。

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がある
理由・
改善案

公園施設長寿命化計画に基づいて事業を実施する中で、個々の施設の対策内容を検討することで
事業費を削減する余地がある。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

受益者は不特定多数の公園利用者であり、負担を求めることは出来ない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

公園施設の老朽化が進む中で、財政上の理由などで適切な維持補修、更新が困難となり、利用禁止、施設の撤去という事態につなが
るなど、安全で快適な利用を確保するという都市公園の本来の機能発揮に関する根幹的な問題となっている。平成25年度に作成した
公園施設長寿命化計画に基づき老朽化した公園施設を計画的に補修・更新することで、ライフサイクコストの縮減を図るために、本事
業を企画した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

佐野市が管理する都市公園は、平成25年4月1日現在154公園あり、供用開始から20年以上経過している公
園が5割を占め、10年後は7割まで到達する状況である。今後、ますます増える老朽化した公園施設の維持
管理の費用が増加する。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

平成25年の予算審査特別委員会で、計画策定後の長寿命化対策を速やかに実施するようにとの意
見があった。

実施設計の段階で、更新施設の詳細な検討を実施し、ライフサイクルコストの縮減を図った。

結びついている
理由・
改善案

公園施設の補修更新等の取組を行うことにより、安全性の確保及び快適な公園の維持を図るもの
で、快適で質の高い住環境の整備の政策体系に結びつく。

市が行わなければならない
理由・
改善案

事業のやり方改善（コスト
の見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

公園施設長寿命化計画を策定した公園施設がすべて、良好に機能している施設になれば本事業は終了する。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

都市公園の管理は法に定められており、市が行わなければならない。

妥当である
理由・
改善案

公園施設の安全性の確保及び改修、更新の平準化を図る観点から、適切な施設点検、維持補修等
の予防保全的管理の下、計画的な改修、更新を行うことを目的とする。

成果向上余地がない
理由・
改善案

適切な工法や適正な単価・歩掛を用いて積算しており、やり方・進め方を見直すことはできない。

事業のやり方改善（コストの見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

B表（事後評価シート）

事務事業名 公園施設長寿命化事業 担当部 都市建設部 担当課 都市整備課 担当係 公園緑地係



年 月
年度

５

２

１

４

公園出入口からトイレまでの園路とトイレのバ
リアフリー化を図り、合わせてトイレの水洗化
するものである。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

快適な住環境創出のため、公園等が整備され
ている。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

事務事業マネジメントシート

事務事業名 都市公園安全安心支援事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11734 一般 8 4 5 都市公園安全安心支援事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

Ｈ26年度～R7年度
根拠
法令

条例等

・都市公園法・佐野市都市公園条例
・佐野市高齢者、障害者等の移動等の円滑化
のために必要な特定公園施設の設置の基準に
関する条例

人件費計（B) 千円 1,145 1,146 1,145 1,091 1,091
トータルコスト（A)＋（B) 千円 21,155 8,512 5,537 27,301 1,091

人
件
費

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 300 300 300 300 300

補償金 937

公有財産購入費 70

工事請負費 0

工事請負費 16,859 工事請負費 7,290 委託料 3,072 工事請負費 25,982

委託料 3,151 委託料 76 役務費 312 委託料 228

事業費計（A) 千円 20,010 7,366 4,392 26,210 0
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

その他 千円

一般財源 千円 11,480 3,766 3,155 7,660

県支出金 千円

地方債 千円 6,900

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円 8,530 3,600 1,237 11,650

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

都市公園の汲み取りトイレの
解消率

％ 23.8 28.6 28.6 38.1 66.7

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

バリアフリー化する施設数 箇所 1 1 0 2 0

工事を実施する施設（トイレ、園路、出入口）
公園利用者

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

公園施設をバリアフリー化して、利用者の安全
安心を確保する。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

工事を実施する施設数 箇所 1 1 0 2 0

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

バリアフリー化する公園数 箇所 1 1 0 2 0

・新吉水第２公園及び令和元年度からの繰越となった秋山川栃本緑地の既設トイレ及び園路のバリ
アフリー化及び水洗化を実施した。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

事業分類 施設等整備事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

政　　策 住みやすい快適なまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 快適で質の高い住環境の整備 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 都市公園の整備 市単独事業・国県補助事業 国県補助事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 都市建設部 担当課 都市整備課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 公園緑地係 担当課長名 三関純一

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 25 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5214



目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

設計を標準化し、事業費の削減を図っているため削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

受益者は、不特定多数の公園利用者であり、負担を求めることはできない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

都市公園トイレ水洗化事業は平成4年度から開始して整備を進めてきた。開設公園バリアフリー化事業は平成16年度から開設公園の
安全対策を目的として整備を実施してきた。
平成26年の都市公園担当者会議において、既設公園施設のバリアフリー化については平成30年度までの期間限定で、安心安全対策
緊急総合支援事業計画を策定することで国庫補助の対象となるとの説明があった。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

国は、安全安心な街づくりを推進しており、高齢者や障がい者が利用できるバリアフリー化を行い、人にやさしく安全に安心して利用で
きる公園環境の整備を求めている。平成18年12月にバリアフリー新法が施行され、既存の都市公園も基準に適合するように努力義務
が課せられた。
平成25年4月1日より、佐野市高齢者、障害者等の移動等の円滑化のために必要な特定公園施設の設置の基準に関する条例が施行
され、バリアフリー化の基準が定められた。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

議会から老朽化した汲み取りトイレを、安全に安心して利用できる水洗トイレの整備を求める一般質問がださ
れている。また、市民からは、家庭においては汲み取りトイレがほとんどないので、子供たちが使えないとの
苦情もある。

結びついている
理由・
改善案

公園利用者が、安全・安心に利用できるように施設をバリアフリー化することは、快適で質の高い住
環境の整備であり、快適なまちづくりに貢献するものである。

市が行わなければならない
理由・
改善案

休止
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

事業計画に掲げた公園施設のバリアフリー化が完了することで終了となる。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

都市公園の管理は法に定められており、施設をバリアフリー化することは、市が行わなければならな
い。

妥当である
理由・
改善案

都市公園の施設をバリアフリー化することは、公園利用者に快適で質の高い公園施設を提供するこ
とになり、対象と意図は妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

適切な工法や適正な単価・歩掛を用いて積算しており、やり方・進め方を見直すことはできない。

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

B表（事後評価シート）

事務事業名 都市公園安全安心支援事業 担当部 都市建設部 担当課 都市整備課 担当係 公園緑地係



年 月
年度

５

２

１

４

・都市公園168箇所及び緑地広場等を、季節
に応じた作業を適切に行い、良好に維持管理
する。
・維持管理作業は直営、専門業者、シルバー
人材センター及び町会等へ委託して実施す
る。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

快適な住環境創出のため、公園等の整備を推
進する。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

事務事業マネジメントシート

事務事業名 公園維持管理事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11710 一般 8 4 5 公園維持管理事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　年度～　　年度
根拠
法令

条例等

・都市公園法・佐野市都市
公園条例

人件費計（B) 千円 46,555 46,616 46,543 44,371 44,371
トータルコスト（A)＋（B) 千円 169,812 167,504 161,484 154,284 160,427

人
件
費

正規職員従事人数 人 10 10 10 10 10
のべ業務時間 時間 12,200 12,200 12,200 12,200 12,200

2,200

備品購入費等 949 備品購入費等 1,334 備品購入費等 1,125 備品購入費等 326 備品購入費等 1,142

工事請負費 4,176 工事請負費 2,111 工事請負費 2,173 工事請負費 4,375 工事請負費

70,898

使用料及び賃借料 1,310 使用料及び賃借料 1,310 使用料及び賃借料 1,310 使用料及び賃借料 1,310 使用料及び賃借料 1,312

委託料 82,221 委託料 82,889 委託料 76,487 委託料 66,427 委託料

25,785

役務費 664 役務費 555 役務費 673 役務費 504 役務費 734

需用費 24,013 需用費 24,951 需用費 22,984 需用費等 24,799 需用費等

11,908

共済費 1,388 共済費 987 共済費 1,345 共済費 1,653 共済費 2,077

報酬 8,535 報酬 6,751 報酬 8,844 給料等 10,518 報酬

事業費計（A) 千円 123,257 120,888 114,941 109,913 116,056
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

その他 千円 1,475 1,719 2,056 7,077 1,473
一般財源 千円 121,296 119,169 112,885 102,836 114,583

県支出金 千円 486
地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市民１人あたりの都市公園面積 ㎡ 19.09 19.20 19.34 19.47 20.00

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

市民からの苦情・要望件数 件 115 78 76 90 57

都市公園 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

都市公園を安全･快適に利用してもらう。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

都市公園の数 箇所 168 169 170 173 175

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

都市公園の面積 ㎡ 1,521,950 1,522,073 1,522,250 1,522,655 1,523,201

・都市公園173公園の内、運動公園等5公園を除く168公園及び緑地広場等の維持管理作業(清掃、
除草、樹木剪定、害虫駆除、施設の点検・維持・修繕など)を実施した。
・令和２年度中に新たに3公園が整備された。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

事業分類 施設維持管理事業（市主体）

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

政　　策 住みやすい快適なまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 快適で質の高い住環境の整備 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 都市公園の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 都市建設部 担当課 都市整備課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 公園緑地係 担当課長名 三関純一

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 25 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5214



目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

今まで、使用料を減免扱いとしていた団
体等への説明をする。

全庁的に受益者負担の適正化を行っていく中で、占用する場合の使
用料の見直しを図る。

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

都市公園は、民間開発に伴う新設があると同時に、古い公園の設備の老朽化により、年々維持管
理費が増加しており、削減は難しい。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

都市公園は、市民全体の財産であり、いつどこの公園でも利用ができる。ただし、占用して利用する
場合には、利用料金を課しているので、受益者負担は適正である。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

・明治２２年に城山公園が供用開始され、公園の維持管理が始まった。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

・子供からお年寄りまで利用者の年代が幅広く、要望等が多様化している。
・旧田沼地区の公園(36箇所)の維持管理を佐野市施設管理公社へ委託していたが、同公社が平成
24年で廃止された。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

多くの市民から、遊具や公園施設の不具合、広場の除草、樹木の剪定、害虫防除など要望されてい
る。また、議会において、身近な災害・事故を防止するために、適切な維持管理するよう一般質問が
出されている。

結びついている
理由・
改善案

都市公園を安全･安心に利用してもらうことは、快適で質の高い住環境の実現に結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

受益者負担の適正化
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

多くの市民が快適に公園を利用するためには、休止・廃止はできない。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

市の都市公園なので、市が維持管理に責任をもって当たるべきである。

妥当である
理由・
改善案

都市公園などを安心して利用してもらうことは、妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

維持管理に必要な作業のうち、清掃・除草等の軽作業を町会等や直営により実施し、専門性の高い
作業を外注して実施しており、費用負担の少ない方法から選択しているため、やり方・進め方を見直
すことはできない。

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

B表（事後評価シート）

事務事業名 公園維持管理事業 担当部 都市建設部 担当課 都市整備課 担当係 公園緑地係



年 月
年度

５

２

１

４

専門業者に業務委託を行い、街路樹を良好に
維持管理する。
　業務委託内容は剪定、除草、害虫防除等で
ある。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

快適な住環境創出のため、公園等が整備され
ている。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

事務事業マネジメントシート

事務事業名 街路樹維持管理事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11735 一般 8 4 5 街路樹維持管理事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　年度～　　年度
根拠
法令

条例等

道路法

人件費計（B) 千円 191 191 191 182 182
トータルコスト（A)＋（B) 千円 37,597 37,196 20,452 36,554 37,647

人
件
費

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 50 50 50 50 50

37,465委託料 37,406 委託料 37,005 委託料 20,261 委託料 36,372 委託料

事業費計（A) 千円 37,406 37,005 20,261 36,372 37,465
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

その他 千円

一般財源 千円 37,406 37,005 20,261 36,372 37,465

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市民１人あたりの都市公園面積(県
営を含む) ㎡/人 19.09 19.20 19.34 19.47 20.00

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

市民からの苦情・要望件数 件 115 78 76 90 57

街路樹が適切に管理されている。 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

街路樹が適切に管理されている。

0

街路樹実延長 m 21,647 21,157 20,777 22,097 21,157

低木防除 ㎡ 10,139 10,278 10,153 8,800 10,153

除草 ㎡ 22,522 22,347 22,004 22,374 22,374

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

高木剪定 本 1,483 1,259 129 1,443 1,312

・市道４４路線の街路樹について、夏季に剪定、除草、害虫防除等を８件の業務委託により行った。
また、冬期剪定については、１８路線を９件の業務委託により行った。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

事業分類 施設維持管理事業（市主体）

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

政　　策 住みやすい快適なまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 快適で質の高い住環境の整備 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 都市公園の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 都市建設部 担当課 都市整備課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 公園緑地係 担当課長名 三関純一

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 25 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5214



目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

街路樹は道路新設等により増加する。既存の街路樹については数年毎に剪定が必要であり、害虫
防除や除草は毎年行う必要があり削減は難しい。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

街路樹は市民全体の財産であり、沿道の環境を良好に形成して生活に潤いを与えるものとなってい
るため受益者負担を求める必要はない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成２２年度までは公園維持管理事業として他の公園と併せた事業であったが、事務の効率化を図
るため平成２３年度から街路樹維持管理事業として単独で管理することになった。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

地球温暖化、温室ガス効果の削減、ヒートアイランド、異常気象による災害の発生があり、パリ協定
が採択され温室ガス削減目標が定められた。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

市民から、街路樹の剪定、除草、害虫防除、落葉対策などの要望が多い。また、平成26年4月には
他県で街路樹の枯れ枝落下事故があり、議会において市の対策について一般質問が出された。

結びついている
理由・
改善案

街路樹が適正に維持管理されていることは、快適で質の高い住環境の整備に結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

市民が安全に安心して道路を利用するためには、休止・廃止はできない。
令和３年度は、道路河川課に事務移管となった。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

市が管理する街路樹なので、市が維持管理に責任をもって当たるべきである。

妥当である
理由・
改善案

街路樹を適切に維持管理して、道路を安全に利用してもらうことは妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

適切な時期・頻度で適正な単価・歩掛を用いて積算しており、やり方・進め方を見直すことはできな
い。

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

B表（事後評価シート）

事務事業名 街路樹維持管理事業 担当部 都市建設部 担当課 都市整備課 担当係 公園緑地係



年 月
年度

５

２

１

４

日本公園緑地協会に会員として負担金を支出
している。また協会発行の機関誌等により公
園に関する情報収集を行っている。

　日本公園緑地協会は、公園緑地の健全な発
展を図ることを目的として、地方公共団体５２
４、法人１３５、個人２００、賛助会員７９の合計
９３８団体が会員となっている団体である。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

快適な住環境創出のため、公園等の整備を推
進する。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

事務事業マネジメントシート

事務事業名 日本公園緑地協会参画事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11714 一般 8 4 5 日本公園緑地協会参画事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　年度～　　年度
根拠
法令

条例等

人件費計（B) 千円 11 11 11 11 11
トータルコスト（A)＋（B) 千円 61 61 61 61 61

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 3 3 3 3 3

50負担金 50 負担金 50 負担金 50 負担金 50 負担金

事業費計（A) 千円 50 50 50 50 50
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

その他 千円

一般財源 千円 50 50 50 50 50

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市民１人当たりの都市公園面
積

㎡ 19.09 19.20 19.34 19.47 20.00

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

市民からの苦情・要望件数 件 115 78 76 90 57

市職員

（参画対象団体）
日本公園緑地協会

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

都市公園についての最新情報を得て、事務事
業に活用する。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

都市整備課の職員数 人 17 17 17 19 19
日本公園緑地協会の会員数 団体 975 951 956 938 950

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

都市公園数 箇所 168 169 170 173 175

（市の活動）
日本公園緑地協会に負担金の支出。
同協会発行の機関誌やメール等から情報収集し事務事業に活用した。

（日本公園緑地協会の活動）
総会、研修会、講演会の開催。都市公園の管理に関する情報収集と会員への情報提供。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

事業分類 参画事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 住みやすい快適なまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 快適で質の高い住環境の整備 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 都市公園の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 都市建設部 担当課 都市整備課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 公園緑地係 担当課長名 三関純一

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 25 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5214



目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

事業費は最小の経費で行っており削減できない。
人件費は必要最低限の人数で行っており削減できない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

都市公園等の整備に貢献するものなので、受益者は不特定多数の公園利用者となる。そのため、
受益者は特定されず、受益者負担を求める必要はない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

昭和４２年に日本公園緑地協会が発足した。佐野市は、合併以前から会員として参画し事務事業の
情報収集等を行っている。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

都市公園の整備に関し、災害時の避難及び防災拠点となる広場の確保、またバリアフリーに適合し
た整備促進が求められている。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

特になし。

公園緑地に関する情報等を得ることで有用な整備・維持管理に活用した。

結びついている
理由・
改善案

協会への参画により情報収集を図ることは、公園や緑地の管理に寄与することである。

市が行わなければならない
理由・
改善案

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

日本公園緑地協会が解散又は会から脱会すれば本事業は終了となる。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

公園緑地の健全な発達を図ることを目的とし活動する協会であり妥当である。

妥当である
理由・
改善案

公園や緑地の管理に活用されており妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

公園緑地に関する情報等を得ることで有用な整備・維持管理に活用しており十分な成果が出てい
る。

事業のやり方改善（成果向上の見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

B表（事後評価シート）

事務事業名 日本公園緑地協会参画事業 担当部 都市建設部 担当課 都市整備課 担当係 公園緑地係



年 月
年度

５

２

１

４

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 7 9 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 5214

施　　策 快適で質の高い住環境の整備 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 都市公園の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 都市建設部 担当課 道路河川課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 河川係 担当課長名 黒田　英文

事業分類 施設維持管理事業（市主体）

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

政　　策 住みやすい快適なまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

草刈回数 回 34 34 34 19 19

　彦間川河川公園（５箇所）の芝生管理、植栽管理、牧親水公園の草刈、トイレ掃除等維持管理を
行った。
　　　(需要費 103千円、委託料 1,475千円などの1,578千円の事業を実施。)

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

トイレ清掃回数 回 72 72 72 72 72

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

調整池数 箇所 18 18 19 19 20
排水路スクリーン設置箇所数 箇所 11 12 12 13 13
排水路延長 Km 不明 不明 不明 不明 不明

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

佐野市に住み続けたいと思う
市民の割合

％ 77.8 77.8 76.9 80.3 86.0

　調整池
　一般排水路、一般下水排水路
  幹線排水路

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

　排水路を適切に管理することにより排水を速
やかに河川等に流下させる。
　調整池を適切に管理することで、設置の目
的どおりに放流先の河川への流入量を調整す
る。

23.8 28.6 28.6 38.1 66.7

66.7
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

一般財源 千円 2,474 2,514 1,714 1,578 2,574
1,578 2,574

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

124

12.役務費 1 12.役務費 1 12.役務費 1 11.役務費 0 11.役務費 1

11.需用費 121 11.需用費 114 11.需用費 95 10.需用費 103 10.需用費

2,44913.委託費 2,352 13.委託費 2,399 13.委託費 1,618 12.委託費 1,475 12.委託費

1,968 1,968
トータルコスト（A)＋（B) 千円 4,538 4,581 3,778 3,546 4,542

人
件
費

正規職員従事人数 人 3 3 3 3 3
のべ業務時間 時間 541 541 541 541 541

事務事業マネジメントシート

事務事業名 河川施設管理事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 11251 一般 8 3 1 河川施設管理事業費

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

年度～　　年度
根拠
法令

条例等

佐野市公共物管理条例、佐
野市河川公園条例、佐野市

河川公園条例施工規則

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

　生活に潤いを与える、空間・憩いの場を確保
する。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市民一人当たりの都市公園面
積

㎡ 19.09 19.20 19.34 19.47 20.00

都市公園の汲み取りトイレの
解消率

％

　一級河川の改修と一体的に整備された河川
公園の草刈、除草等維持管理をし快適な河川
空間を確保し、市民の潤いの場を提供する。

　親水公園外　１箇所、河川公園　５箇所
　面積 27,624㎡

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 2,064 2,067 2,064

事業費計（A) 千円 2,474 2,514 1,714

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 河川施設管理事業 担当部 都市建設部 担当課 道路河川課 担当係 河川係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　牧親水公園については、平成７年度共用開始により維持管理が発生した。彦間川河川公園は、平
成11年度栃木県と管理協定を締結し維持管理が開始された。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

　平成17年合併時に河川公園条例を制定し、佐野市河川公園をあらためて設置したことにより管理
の対象や内容が明確化された。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

　市民からは、緑地の状態については、できるだけ年間を通して草が伸びていない状況を望んでい
る。また、トイレの状態も常にきれいな状態を期待している。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

　本事業により河川環境を整えることは、市民にとって高い公共性があり、市が負担することは、妥
当なものである。

妥当である
理由・
改善案

　本事業は、河川公園を良好に管理することにより、市民にとって潤いのある河川環境を確保するこ
とになり、対象と意図は合っている。

成果向上余地がない
理由・
改善案

　河川公園としての草刈等最低限の管理であり、管理内容に伴った成果は出ている。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

　河川公園の機能を保全するための、最低限度の維持管理であり、休止・廃止、事業終了はない。

結びついている
理由・
改善案

　河川公園を良好に維持管理することにより、快適で質の高い住環境を創出している。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　草刈等の維持管理経費は、シルバー人材センターの実費人件費で構成されており、最低の賃金
単価であり、これ以上大幅にコスト削減することはできない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

　河川公園利用者は、地元に限らず不特定地域からの利用者も数多くあり、特定の受益者に負担し
てもらうことは、困難である。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×


